
【派遣許可申請手続一覧】　許可・更新・新設

更新 新設

原　則 H30.9.29までの措置 当分の間の措置

派遣労働者が常時5人以内
かつ

事業所が1つのみである

派遣労働者が常時10人以内
かつ

事業所が1つのみである

資産要件

基準資産額：
2000万以上

上記の額が負債の
１/7以上

会社名義の現預金：
1500万以上

基準資産額：
500万以上

上記の額が負債の
１/7以上

会社名義の現預金：
400万以上

基準資産額：
1000万以上

上記の額が負債の
１/7以上

会社名義の現預金：
800万以上
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労　働　者　派　遣

許　　　可

提出書類様式番号

定款又は寄附行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コピー）

○

◎はすべての事業所ごと、　▲は既に提出されているものに変更があった場合
△は既に雇用保険適用所になっている会社は（労働局で確認できるので）不要

役員の住民票（本籍記載）  　役員は監査役含む　　　（原本）

役員の履歴書　　　　　　　　　 役員は監査役含む　　　（原本）

個人情報適正管理規程　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コピー）

法人税の納税申告書【別表１及び４】　　　　　　　　　　（コピー）
（税務署の受付印のあるもの、電子申請であればメール文も併せて）
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派遣先提供のための事務手引等　　　　　　　　　　　　（コピー）

履歴事項全部証明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（原本）

貸借対照表及び損益計算書(株主資本等変動計算書）
（税務署に提出したもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　（コピー）

法人税の納税証明書【その２所得金額】　　　　　　　　（原本）

自己チェックシート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式15号）

企業パンフレット等

労働者名簿

派遣労働者数の報告　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式17号）

就業規則の労働基準監督署の受理印のあるページ　（コピー）

不動産登記事項証明書（原本。事業所（建物のみ））又は
賃貸借契約書（事業所）の写し、及び【事務所内図面】
＊転貸借になっている場合は、原契約、転貸借承諾書、
　契約書が必要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コピー）

派遣元責任者の住民票（本籍記載）　　　　　　　　　　　（原本）

派遣元責任者の履歴書（雇用管理歴確認）　　　　　　 （原本）

派遣元責任者講習受講証明書　                          （コピー）

就業規則又は労働契約書　                                （コピー）
＊教育訓練の受講時間の取り扱い
＊解雇規定　　＊休業手当に関する規定

○

預金残高証明書（納税期末日のもの）　　　　　　　　　　（原本）

固定資産税評価額証明書（様式３号７欄記載分）（原本）

左記
に同じ

登録免許税の領収証書　　（9万円分）　　　　（領収書の原本）

雇用保険・社会保険関係の番号の記載されている書類　（コピー）

住民票　及び　履歴書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（原本）

個人情報適正管理規程の写し　　　　　　　　　　　　　（コピー）

○

不動産登記事項証明書（様式３号７欄「資産状　　　 　（原本）
況」記載分）、
　又は青色申告における貸借対照表及び損益計算　（コピー）
書の写し（税務署の受付印）

◎

第１号　　　労働者派遣事業許可（更新）申請書
第３号　　　労働者派遣事業計画書
第3号―2　キャリア形成支援制度に関する計画書
第3号―3　雇用保険等の被保険者資格取得の状況報告書
第5号　　　労働者派遣事業変更届出書
第15号　　労働者派遣事業の許可申請にあたって自己チェックの結果につい
て
第16号　　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に
　　関する法律第7条第1項4号の財産的基礎に関する要件についての誓約書
第17号　　労働者派遣事業許可（許可有効期間更新）申請の当分の間の措置
　　（3年間の暫定措置）に関する常時雇用する派遣労働者数の報告について

●提出いただく住民票について
「マイナンバー（個人番号）」が記載された住民
票は受理できませんので（提出があった場合
は返却となります）、個人番号が記載されてい
ない住民票の提出をお願いします。

財産的基礎に関する要件についての誓約書　　　（様式16号）

×
左記
の要
件（事
業所
数）

所得税の納税申告書の写し（税務署の受付印）　　　（コピー）

所得税の納税証明書【その２】　　　　　　　　 　　　　　　（原本）

様式１号・３号は正本１部と副本２部の計３部を 
添付書類は正本１部と副本１部の計２部を提出 



【北海道労働局】(H29.7)

申請期日 【更新】 有効期間満了日 
（３年又は５年）の３ヶ月前 

【事業報告】  
①年度報告（６月３０日まで） 
②６月１日現在報告(６月３０日まで） 
③収支決算書(事業年度経過後３ケ月以内） 
④関係派遣先割合報告書（事業年度経過後３ケ月以内） 

【新設】事後１０日 
        以内 

収入印紙 【許可】 １２万円 ＋ 
  （１事業所超え当たり５万５千円） 

【更新】 １事業所当たり５万５千円 

許可要件 
 【資産要件】～許可・更新時確認         ◆直近の年度決算書で資産要件を確認します。 
 
 【他の要件】 
   ・専ら派遣の禁止 ・派遣元責任者（派遣労働者100人ごとに１人、雇用管理経験 
   ３年、派遣元責任者講習３年以内、職務代行者） ・事業主、派遣元責任者の欠格 
   事由不該当 ・労働、社会保険適用 ・派遣労働者の教育訓練  ・個人情報適正 
   管理規程  ・事業所面積（20㎡以上）  ・風俗営業等への非隣接 
   ・苦情処理日帰り往復可能地域 ・製造業務専門派遣元責任者（物の製造派遣労 
   働者100人ごとに１人）        


